
流     動     資     産 8,876,476 流    動    負    債 2,404,106

現 金 1,916 支 払 手 形 269,923

預 金 4,620,427 未 払 金 1,316,876

受 取 手 形 206,087 未 払 法 人 税 等 973

未 収 入 金 296,758 未 払 消 費 税 等 0

リ ー ス 投 資 資 産 1,916,048 未 払 費 用 471,649

関 係 会 社 短 期 債 権 1,705,121 未 成 工 事 受 入 金 74,854

未 成 工 事 支 出 金 88,713 預 り 金 19,018

商 品 36,540 前 受 収 益 25,761

前 払 費 用 354 関 係 会 社 短 期 債 務 120,737

繰 延 税 金 資 産 0 仮 受 金 104,312

内 部 仮 払 金 1,002

外 部 仮 払 金 3,505

固    定    資    産 1,047,646 固    定    負    債 347,522

  有  形  固  定  資  産 671,624 関 係 会 社 長 期 債 務 38,215

建 物 1,504,057 退 職 給 付 引 当 金 284,856

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,016,824 487,232 長 期 預 り 保 証 金 24,450

構 築 物 44,814

構築物減価償却累計額 △ 39,596 5,218

機 械 装 置 596

機械装置減価償却累計額 △ 556 39

車 両 運 搬 具 669,222

車両運搬具減価償却累計額 △ 607,851 61,371

工 具 器 具 210,860 負     債     合     計 2,751,629

工具器具減価償却累計額 △ 161,347 49,512

備 品 95,569

備 品 減 価 償 却 累 計 額 △ 65,020 30,548 株　　主　　資　  本 7,172,492

土 地 34,438 資 本 金 100,000

リ ー ス 資 産 1,312,023 資 本 剰 余 金 35,000

リース資産減価償却累計額 △ 1,312,023 0 資 本 準 備 金 0

レ ン タ ル 資 産 5,544 その 他資 本剰 余金 35,000

レンタル資産減価償却累計額 △ 2,282 3,262 利 益 剰 余 金 7,037,492

建 設 仮 勘 定 0 利 益 準 備 金 25,000

その 他利 益剰 余金 7,012,492

  無  形  固  定  資  産 85,423 別 途 積 立 金 4,084,137

ソ フ ト ウ ェ ア 83,717 繰越利益剰余金 2,928,355

ソフトウェア建設仮勘定 0

そ の 他 無 形 固 定 資 産 1,705

  投 資 そ の 他 の 資 産 290,598

投 資 有 価 証 券 140

長 期 前 払 費 用 2,053

長 期 繰 延 税 金 資 産 238,457

そ の 他 の 投 資 49,947

純   資   産   合   計 7,172,492

資 産 合 計 9,924,122 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,924,122

(注）  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

純　　　資　　　産　　　 の　　　部

 貸   借   対   照   表 

(単位：千円）

資          産          の          部 負          債          の          部

（２０２０年３月３１日 現在）



売 上 高 17,532,577

売 上 原 価 16,136,159

売  上  総  利  益 1,396,418

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 836,011

営    業    利    益 560,406

営 業 外 収 益

受    取    利    息 0

その他営業外収益 7,776 7,777

営 業 外 費 用

支払利息割引料 210

その他営業外費用 172 382

経    常    利    益 567,801

特 別 利 益

固定資産売却益 671

その他特別利益 9,040 9,712

特 別 損 失

固定資産売却損 894

その他特別損失 0 894

税 引 前 当 期 純 利 益 576,619

法人税・住民税及び事業税 179,201

法 人 税 等 調 整 額 27,901 207,103

当 期 純 利 益 369,516

(注）  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

 損   益   計   算   書 

２０１９年 ４月　 １日から
２０２０年 ３月 ３１日まで

（単位：千円）

項　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額
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個 別 注 記 表 

.. 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

     その他有価証券 

      時価のないもの・・・ ・移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金・・・個別法による原価法 

商品 ・・・・・・・・・主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

ただし、平成 10 年 3 月 31 日以前に取得した建物(付属設備を除く)ならびに平成 28 年３月 31

日以前に取得した建物付属設備及び構築物については、定率法によっております。 

（２）無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

    定額法 

（３）リ ー ス 資 産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

なお、平成20年3月31日までに契約した所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）工事損失引当金 

 将来の工事損失の発生に備えるため、工事損失が確実視される場合に、当事業年度末において合

理的に見積もることができる工事損失見込額を計上する方法によっております。 

（３）退職給付引当金 

（企業年金） 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に

帰属させる方法については、給付算定基準によっています。過去勤務費用は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理しております。数理計算

上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生した事業年度から費用処理しております。 
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（退職一時金） 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用

し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用す

る工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。 

５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

６．リース投資資産の会計基準 

利息法によっております。 

（貸借対照表に関する注記） 

関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

    短期金銭債権               １，８１６，６４８千円 

    短期金銭債務                １４５，１９１千円 

    長期金銭債務                  ５８，１８０千円 

（損益計算書に関する注記） 

１．工事進行基準による売上高    ２，７１８，６６２千円 

２．関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

    売上高           １４，９８５，０７０千円 

    売上原価              ９７０，３１９千円 

    販売費及び一般管理費        ３４，６９４千円 

   営業取引以外の取引高            ３６０千円 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

   当事業年度の末日における発行済株式の数  ２,０００株 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

未払賞与金               １１９，１３６千円 

未払事業税                  △６４７千円 

未払退職年金掛金              １，０６０千円 

退職給付引当金              ９６，８５１千円 

減価償却費損金算入限度超過額        ４，５０６千円 

長期債務（出向者退職給与引当金）     １２，９９３千円 

その他                   ４，５５８千円  

繰延税金資産合計             ２３８，４５７千円  

繰延税金負債 

前払年金費用                    ０千円  

繰延税金負債合計                   ０千円  

繰延税金資産の純額            ２３８，４５７千円       

（１株当たり情報に関する注記） 

１．1株当たり純資産額     3,586,246円37銭 

２．1株当たり当期純利益      184,758円04銭 

 

（その他の注記） 

１．退職給付に関する注記 

2019年4月1日より、確定給付企業年金制度の一部について、確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 2016年12月16日）を適用しており

ます。 

 

 ２．企業結合に関する注記 

   当社は、当社の親会社㈱トーエネックの 100％子会社である㈱フィルテックを 2019 年 7 月 1 日付で吸

収合併しております。 


